
設
備
資
金
借
入
金
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0000000計

長
期
運
営
資
金
借
入
金

4,200,000 3.300
)( 1,200,000

2027.4 運営資金として70,9361,200,000双実こども園 5,400,000武蔵野銀行
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)(
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)(

4,200,000
1,200,000 )(

0070,93601,200,00005,400,000計

短
期
運
営
資
金
借
入
金

地番または
内容

種類 帳簿価額
使   途

返済
期限利息補助金

収入

元金償還
補助金

差引期末残高
④=①+②-③

担保資産

当期支出額

支払利息
利率
％

(うち１年以内償還予定額)

当期償還額
③

当期借入金
②

期首残高
①拠点区分借  入  先

区
分

借　入　金　明　細　書
(自) 令和6年4月1日　(至) 令和7年3月31日

  法  人  名  : 社会福祉法人　双実福祉会

別紙３(①)

(単位：円)

0 0000000計



役
員
等
長
期
借
入
金

)(

)(

)(

)(

)(

0
0 )(

0000000計

役
員
等
短
期
借
入
金

)(

)(

)(

)(

)(

0
0 )(

0000000計

地番または
内容

種類 帳簿価額
使   途

返済
期限利息補助金

収入

元金償還
補助金

差引期末残高
④=①+②-③

担保資産

当期支出額

支払利息
利率
％

(うち１年以内償還予定額)

当期償還額
③

当期借入金
②

期首残高
①拠点区分借  入  先

区
分

借　入　金　明　細　書
(自) 令和6年4月1日　(至) 令和7年3月31日

  法  人  名  : 社会福祉法人　双実福祉会

別紙３(①)

(単位：円)

4,200,000
( 1,200,000 )

0070,93601,200,00005,400,000　　合　　　　計

(注）役員等からの長期借入金、短期借入金がある場合には、区分を新設するものとする。



交付団体及び交付の目的 交付金額 補助金事業に係る
利用者からの収益

うち国庫補助金等
特別積立金積立額

交付金額等合計区
分 双実こども園

交付金額等合計の拠点区分ごとの内訳

保
育
事
業

所沢市　障害児保育事業補助金 1,928,000 1,928,000 1,928,000

所沢市　保育の質改善費補助金 15,755,280 15,755,280 15,755,280

所沢市　特別保育事業費補助金 7,554,000 7,554,000 7,554,000

令和6年度宿舎借り上げ補助金 648,300 648,300 648,300

区 分 小 計 25,885,580 0 25,885,580 0 25,885,580

施
設

埼玉県民間事業者スマートCO2排出
削減設備費

1,530,000 1,530,000 1,530,000 1,530,000

区 分 小 計 1,530,000 0 1,530,000 1,530,000 1,530,000

27,415,580 27,415,580合　　　　計 1,530,000 27,415,5800

(注）１．「区分」欄には、介護保険事業の補助金事業収益の場合は「介護事業」、老人福祉事業の補助金事業収益の場合は「老人事業」、児童福祉事業の補助金事業収益の場合は
         「児童事業」、保育事業の補助金事業収益の場合は「保育事業」、障害福祉サービス等事業の補助金事業収益の場合は「障害事業」、生活保護事業の補助金事業収益の場合は
         「生活保護事業」、医療事業の補助金事業収益の場合は「医療事業」、○○事業の補助金事業収益の場合は「○○事業」、借入金利息補助金収益の場合は「利息」、施設整備等
         補助金収益の場合は「施設」、設備資金借入金元金償還補助金収益の場合は「償還」と補助金の種類がわかるように記入すること。
           なお、運用上の留意事項（課長通知）別添３「勘定科目説明」において「利用者からの収益も含む」と記載されている場合のみ、「補助金事業に係る利用者からの収益」欄を
         記入するものとする。
     ２．「交付金額等合計」の「区分小計」欄は事業活動計算書の勘定科目の金額と整合するものとする。
         また、「交付金額等合計の拠点区分ごとの内訳」の「区分小計」欄は、拠点区分事業活動計算書の勘定科目の金額と一致するものとする。

補助金事業等収益明細書
(自) 令和6年4月1日　(至) 令和7年3月31日

  法  人  名  : 社会福祉法人　双実福祉会

別紙３(③)

(単位：円)



区分並びに組入れ及び
取崩しの事由 合     計

双実こども園 本部

各 拠 点 区 分 ご と の 内 訳

  前年度末残高 152,183,500 152,183,500

第一号基本金

第二号基本金

第三号基本金

148,073,500

0

4,110,000

148,073,500

0

4,110,000

0

0

0

0

第
一
号
基
本
金

当期組入額

計 0 0 0

当期取崩額

計 0 0 0

第
二
号
基
本
金

当期組入額

計 0 0 0

当期取崩額

計 0 0 0

第
三
号
基
本
金

当期組入額

計 0 0 0

当期取崩額

計 0 0 0

  当期末残高

第一号基本金

第二号基本金

第三号基本金

152,183,500

148,073,500

0

4,110,000

152,183,500

148,073,500

0

4,110,000

0

0

0

0

(注）１．「区分並びに組入れ及び取崩しの事由」の欄に該当する事項がない場合には、記載を省略する。
     ２．①第一号基本金とは、本文11（１）に規定する基本金を言う。
         ②第二号基本金とは、本文11（２）に規定する基本金を言う。
         ③第三号基本金とは、本文11（３）に規定する基本金を言う。
     ３．従前からの特例により第一号基本金・第二号基本金の内訳を示していない
        法人では、合計額のみを記載するものとする。

基　本　金　明　細　書
(自) 令和6年4月1日　(至) 令和7年3月31日

  法  人  名  : 社会福祉法人　双実福祉会

別紙３(⑥)

(単位：円)



区分並びに積立て
及び取崩しの事由 国庫補助金

地方公共団体
補   助   金

合     計その他の団体
からの補助金 双実こども園

各 拠 点 区 分 ご と の 内 訳補   助   金   の   種   類

前  期  繰  越  額 88,763,259 88,763,259

当
期
積
立
額

埼玉県民間事業者スマートCO2
排出削減設備費

1,530,000 1,530,000 1,530,000

当期積立額合計 1,530,000 0 0 1,530,000 1,530,000

当
期
取
崩
額

サービス活動費用の控除項目
として計上する取崩額

3,373,837 3,373,837

特別費用の控除項目として計
上する取崩額

当期取崩額合計 3,373,837 3,373,837

当  期  末  残  高 86,919,422 86,919,422

（注）１．サービス活動費用の控除項目として計上する取崩額には、国庫補助金等特別積立金の対象となった固定資産の減価償却相当額等の取崩額を記入し、特別費用の控除項目として
          計上する取崩額には、国庫補助金等特別積立金の対象となった固定資産が売却または廃棄された場合の取崩額を記入する。（本文9 参照）。
      ２．国庫補助金等特別積立金取崩額が、就労支援事業の控除項目に含まれ、法人単位事業活動計算書に表示されない額がある場合には、取崩の事由に別掲して計上し、
          法人単位貸借対照表と一致するように作成すること。

国庫補助金等特別積立金明細書
(自) 令和6年4月1日　(至) 令和7年3月31日

  法  人  名  : 社会福祉法人　双実福祉会

別紙３(⑦)

(単位：円)



うち国庫補
助金等の額

当期増加額(Ｂ)

うち国庫補
助金等の額

期首帳簿価額(Ａ)

うち国庫補
助金等の額

当期減少額(Ｄ)

うち国庫補
助金等の額

うち国庫補
助金等の額

うち国庫補
助金等の額

うち国庫補
助金等の額

期末取得原価（G=E+F)減価償却累計額(Ｆ)期末帳簿価額(E=A+B-C-D)当期減価償却額(Ｃ)

資産の種類及び名称 摘　　要

 基本財産（有形固定資産）

120,278,500 0 0 0 120,278,5000120,278,5000 000000土地

122,519,150 88,611,595 0 0 237,607,97396,406,658117,820,6024,698,548 181,722,000119,787,37185,315,342003,296,253建物

0 4,698,54888,611,595 0242,797,650 357,886,47396,406,658238,099,102 181,722,000119,787,37185,315,342003,296,253基本財産　合計

 その他の固定資産（有形固定資産）

15,500,000 0 0 0 15,500,000015,500,0000 000000土地

1,271,668 0 0 0 7,373,258750,0001,131,668140,000 750,0006,241,5900000建物

523,264 0 0 0 6,648,7060356,804166,460 06,291,9020000構築物

4 0 0 0 1,745,200040 01,745,1960000機械及び装置

5 0 0 0 9,636,561050 09,636,5560000車輌運搬具

1,383,712 151,664 6,120,700 1,530,000 29,744,489700,9206,990,153514,252 2,305,00022,754,3361,604,0800777,584器具及び備品

1,530,000 820,712151,664 6,120,70018,678,653 70,648,2141,450,92023,978,634 3,055,00046,669,5801,604,0800777,584その他の固定資産（有形固定資産）計

1,530,000 820,712151,664 6,120,70018,678,653 70,648,2141,450,92023,978,634 3,055,00046,669,5801,604,0800777,584その他の固定資産　計

1,530,000 5,519,26088,763,259 6,120,700261,476,303 428,534,68797,857,578262,077,736 184,777,000166,456,95186,919,422073,373,837基本財産及びその他の固定資産　計

00 00将来入金予定の償還補助金の額

1,530,000 5,519,26088,763,259 6,120,700261,476,303 262,077,736 86,919,422073,373,837差　　　　　　　引

(注）1.「うち国庫補助金等の額」については、設備資金元金償還補助金がある場合には、償還補助総額を記載した上で、国庫補助金取崩計算を行うものとする。
       ただし、「将来入金予定の償還補助金の額」欄では、「期首帳簿価額」の「うち国庫補助金等の額」はマイナス表示し、実際に補助金を受けた場合に「当期増加額」の「うち国庫補助金等の額」を
       プラス表示することにより、「差引」欄の「期末帳簿価額」の「うち国庫補助金等の額」が貸借対照表上の国庫補助金等特別積立金残高と一致することが確認できる。

     2.「当期増加額」には減価償却控除前の増加額、「当期減少額」には当期減価償却額を控除した減少額を記載する。

基本財産及びその他の固定資産(有形･無形固定資産)の明細書
(自) 令和6年4月1日　(至) 令和7年3月31日

  法  人  名  : 社会福祉法人　双実福祉会

  拠点区分名  : 双実こども園

(単位：円)

別紙３(⑧)


